
 

 

別表１－１（相談窓口）【既存】 
 市町村が実施する創業支援等事業（出雲市） 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：２０件／年、創業者：２名／年 

（２）目標の根拠 

令和２年度の創業に関する相談件数は、年間延べ１４件で、うち空き店舗活用に関す

る相談が、３件であった。創業者は３名だった。 

各認定連携創業支援等事業者と連携を図り、支援施策などの周知を進めることで、年

間２０件の相談件数と、うち１割(２件程度)の創業実現を目標とする。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容 

＜窓口相談対応＞【既存】 

・出雲市は、経済観光部商工振興課内にワンストップ相談窓口を設置する。 

・創業希望者からの相談内容に応じて、各認定連携創業支援等事業者（出雲商工会議所、平

田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会、島根県商工会連合会、島根県信用保証協会出

雲支店、㈱日本政策金融公庫松江支店、（公財）しまね産業振興財団、NPO法人21世紀出

雲産業支援センター）へ紹介し、様々な創業時の課題を解決する。 

・出雲市は、創業希望者からの相談対応にあたり、創業にあたっての諸手続きや国、県及び

各認定連携創業支援等事業者の支援施策や特定創業支援等事業などをまとめたもの（以

下「創業にあたっての支援施策等をまとめたもの」とする。）を作成し、各認定連携創業

支援等事業者と共有することで、同様の案内ができる体制を構築する。 

・市報、市ホームページ、またはセミナー等を活用して、創業支援窓口の体制や支援施策の

情報を、広く周知する。セミナーでは、創業時の課題解決に資する講座や資料提供、また

は個別相談窓口の設置等を行う。 

・創業に必要となる要素別の各連携機関の役割は以下とする。 

 

＜創業に必要な要素と各連携機関が担う役割＞ 

１．ターゲットの見つけ方 

 ・しまね産業振興財団、商工団体（出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町

商工会）、日本政策金融公庫松江支店や島根県信用保証協会出雲支店が、市場のニーズを

把握し、情報提供する。 

・出雲市で考えられる市場のニーズは、市の商業集積地である「JR出雲市駅」や「一畑電

車雲州平田駅」の周辺、また年間約６００万人が訪れる出雲大社周辺の観光関連業への創

業が目立っており、今後も新規創業が見込まれる。また、市内に増加する外国人のニーズ

に対応した小売・サービス業などの創業が近年増加しつつある。 

・創業希望者が地域課題に目を向けるようなセミナー等を開催し、地域で必要とされる事業

の創業を促す。 

・出雲市は、島根県の医療機関や医療教育機関が集積しているところであり、医工連携によ

る産業創出やＩＴ関連業の集積を目指している。 

２．ビジネスモデルの構築の仕方 

 ・しまね起業家スクール実行委員会が行う「しまね起業家スクール」【２－７】、出雲市も

具体的なカリキュラムの策定などに関与しているNPO法人21世紀出雲産業支援センターが

行う「創業塾」【２－３】、創業実践塾【２－１０】を開催し、ビジネスモデル構築に向

けた講座を行う。 

 ・しまね産業振興財団が管理運営するインキュベーション施設において、中小企業診断士の

資格を有する職員及び一般社団法人日本ビジネス・インキュベーション協会認定インキュ

ベーションマネジャーの資格を有する職員が、入居者のレベルに応じて、ビジネスモデル

構築、経営、財務、人材確保・育成、販売戦略構築、販路開拓のノウハウを習得させ、そ

の後も事業の進捗状況をフォローアップし、アドバイスを行う。 

・商工団体、日本政策金融公庫松江支店、島根県信用保証協会出雲支店が、顧客ニーズへの

対応や市場規模や競合状況による採算性などについて、アドバイスを実施する。 

・挑戦意欲を持った創業者などを支援する拠点として、斐川企業化支援センターの実習室を



 

 

事務所として貸し出す。また、しまね産業振興財団は必要に応じ、入居者に創業に関する

支援を行う。 

３．売れる商品・サービスの作り方 

 ・しまね産業振興財団や各商工団体が、商品・サービスに対し、専門的知見に基づき強み、

弱みを分析し、アドバイスを行う。 

・NPO法人21世紀出雲産業支援センターが、商品づくりのポイント（こだわり）、消費者タ

ーゲットやパッケージデザインなど売れる商品づくりを指導するセミナーの開催やアドバ

イスを行う。 

 ・NPO法人21世紀出雲産業支援センター、各商工団体、日本政策金融公庫松江支店、島根県

信用保証協会出雲支店が、事業者連携のためのマッチング支援を行う。 

４．適正な価格の設定と効果的な販売方法について 

 ・NPO法人21世紀出雲産業支援センターが、販売先、ターゲット、販売方法、価格など効果

的な販売方法を指導するセミナーの開催やアドバイスを行う。 

 ・出雲市や各商工団体が属する、中海・宍道湖・大山圏域ものづくり連携事業実行委員会に

よるビジネスマッチング（商談会）をはじめとする各種商談会やNPO法人21世紀出雲産業

支援センターが首都圏等で開催する「出雲フェア」への出展、販路開拓のためのマッチン

グ支援を行う。 

 ・NPO法人21世紀出雲産業支援センター、しまね産業振興財団や各商工団体が、個別マッチ

ングによる販路支援を行う。 

５．資金調達 

 ・商工団体が、資金調達へのアドバイスを行うとともに、書類作成の補助、補助金等の申請

書の作成支援を行う。 

・日本政策金融公庫松江支店、島根県信用保証協会出雲支店とともに地域金融機関が協力

し、資金調達へのアドバイスや金融支援を行う。 

・出雲市は、中小企業信用保証料補助金制度を設け、島根県制度融資の活用を促す。 

６．事業計画書の作成 

 ・しまね産業振興財団や各商工団体の経営指導員が、事業計画の策定について、アドバイス

を行う。さらに、日本政策金融公庫松江支店、島根県信用保証協会出雲支店が、事業計画

書のブラッシュアップを行う。 

 ・補助金等の申請については、しまね産業振興財団や商工団体等の認定経営革新等支援機関

が連携してサポートを行う。 

７．許認可、手続き 

 ・NPO法人21世紀出雲産業支援センターにおいて、創業手続き・許認可についてのアドバイ

ス、関係機関への連絡を行う。また、より詳細な知識を必要とする場合には、各商工団体

の紹介や専門家派遣を行い、税務、労務管理などのアドバイスを行ってもらう。 

８．コア事業の事業展開の可能性や関連事業への拡大可能性 

 ・各認定連携創業支援等事業者が連携し、創業後の事業展開や新分野への進出可能性等につ

いて継続的なアドバイスを行う。 

 

＜創業支援機関との連携＞ 

 ・各認定連携創業支援等事業者が支援を行った創業希望者等の情報は、創業希望者の同意を

得つつ、守秘義務に十分配慮しながら、出雲市が集約を行う。 

・その情報をもとに、出雲市と相談を受けた認定連携創業支援等事業者で連携し、その後の

創業の有無の確認や創業後の課題を聞き取り、課題に沿った支援（必要があれば専門家派

遣）を行う。 

＜特定創業支援等事業＞ 

・出雲市が、認定連携創業支援等事業者と連携して行う、特定創業支援等事業は、４回以

上（１回につき１時間以上）かつ１ヶ月以上、継続して経営・財務・販路・人材育成の

内容すべて習得できるものとし、NPO法人21世紀出雲産業支援センターが行う「創業塾」

【２－３】及び創業実践塾【２－１０】、しまね産業振興財団が行う「インキュベーシ

ョン事業」【２－４】や「相談窓口」【２－５】や「セミナー開催」【２－６】、しま

ね起業家スクール実行委員会が行う「しまね起業家スクール」【２－７】がある。 



 

 

 

・特定創業支援等事業計画の資格を満たし、証明書の交付を希望する者について、認定連

携創業支援等事業者から、氏名、相談対応日等を記載した報告書を出雲市に提出してもら

い、報告書をもとに出雲市が証明書を発行する。 

＜各事業の共通事項について＞ 

 ・本創業支援事業計画の全体の進捗状況を出雲市が把握することとし、創業希望者・創業者

に対するアンケート調査により、常に事業内容や体制を改善していくこととする。 

・特定創業支援等事業を受講し、証明書の発行を受けた創業者に対しては、その後の創業の

有無や実績報告等を電話等にて確認する。 

・創業後は、事業の進捗状況を訪問や電話等によってフォローアップを行い、創業者の課題

解決を図る。 

 ・公序良俗を害する恐れがある事業を行う創業者に対しては、創業支援サービスを行わな

い。各認定連携創業支援事業者にもこの方針を徹底する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・出雲市経済観光部商工振興課に担当者２名を配置し、ワンストップ相談窓口を設置する。 

・出雲市及び各認定連携創業支援等事業者が連携し、創業希望者の創業段階ごとの課題解決

やフォローアップを行う。 

・出雲市は、各認定連携創業支援等事業者とともに、創業支援に関する情報収集を行い、

「創業にあたっての支援施策等をまとめたもの」を作成し、出雲市及び各認定連携創業支

援事業者で共有することで、窓口対応の効率化と平準化を図る。 

・市報、市ホームページ、またはセミナー等を活用して、創業支援窓口の体制や支援施策の

情報を、広く周知する。また、同様の広報を各認定連携創業支援等事業者へも依頼する。 

セミナーでは、創業時の課題解決に資する講座や資料提供、または個別相談窓口の設置等

を行う。 

 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 



 

 

別表１－２（空店舗活用事業）【既存】 
 市町村が実施する創業支援等事業（出雲市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：２０件／年、創業者：５名／年 

（２）目標の根拠 

・令和２年度の空店舗活用に関する相談は、年間延べ３件の相談件数であったが、各認定

連携創業支援等事業者と連携を図り、支援施策などを広く周知することで、年間２０件

の相談件数を目標とする。 

・令和２年度の創業実績は３名であり、今回の創業支援策を講じることにより、５名を目

標とする。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存】 

  出雲市および島根県では、創業者等の新規出店時の負担軽減と中心市街地等への新規出店

の促進を目的に、空店舗への新規出店者に対して補助金を交付する。 

  ①補助事業名   地域商業等支援事業 

  ②補助対象経費  家賃、広告宣伝費 

   

（２）創業支援等事業の実施方法 

  １．補助事業の周知 

島根県、出雲市や商工団体が、ホームページや「創業にあたっての支援施策等をまと 

めたもの」等を活用して、広報を行う。 

２．補助事業の申請 

・島根県、出雲市や商工団体が、申請にあたっての相談対応を行う。 

   ・出雲市が申請受付を行う。 

・創業希望者が、申請に提出する創業計画書には、商工団体（経営指導員）の推薦書の

添付を必須としており、事前に経営指導員の指導を受ける体制をとっている。 

  ３．創業後のフォローアップ 

 補助実施期間中は年度末および年度途中に事業実施内容の報告を必須としている。 

また、補助金交付終了後５年間は事業者に実施状況を報告させることで事業の進捗状

況を確認し、フォローアップを行う。 

   

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 



 

 

別表２－１（ワンストップ相談窓口の設置）【既存】 

市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

実施する者の概要 

①（１）氏名又は名称  NPO法人 21世紀出雲産業支援センター 

（２）住所      島根県出雲市今市町北本町３丁目２－１ 

（３）代表者の氏名  理事長 伊藤 功 

（４）連絡先     TEL：0853-25-2488   FAX:0853-24-0086 

②（１）氏名又は名称  公益財団法人しまね産業振興財団 

（２）住所      島根県松江市北陵町１ 

（３）代表者の氏名  代表理事理事長 馬庭 正人 

（４）連絡先     経営支援課0852-60-5115及び石見事務所0855-24-9301 

③（１）氏名又は名称  出雲商工会議所 

（２）住所      島根県出雲市大津町1131-1 

（３）代表者の氏名  会頭 三吉 庸善 

（４）連絡先     経営支援課 0853-25-3710 

④（１）氏名又は名称  平田商工会議所 

（２）住所      島根県出雲市平田町2280-1 

（３）代表者の氏名  会頭 大谷 厚郎 

（４）連絡先     0853-63-3211 

⑤（１）氏名又は名称  出雲商工会 

（２）住所      島根県出雲市大社町杵築南1344 

（３）代表者の氏名  会長 山崎 茂樹 

（４）連絡先     0853-53-2558 

⑥（１）氏名又は名称  斐川町商工会 

（２）住所      島根県出雲市斐川町上庄原1749-3 

（３）代表者の氏名  会長 植田 登志雄 

（４）連絡先     0853-72-0674 

⑦（１）氏名又は名称  島根県信用保証協会 出雲支店 

（２）住所      島根県出雲市大津新崎町2丁目24 

（３）代表者の氏名  出雲支店長 尾原 朋之 

（４）連絡先     0853-21-4998 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：１００件／年、創業者：５０名 

（２）目標の根拠 

令和２年度のしまね産業振興財団、各商工団体と島根県信用保証協会における相談対応件

数及び創業者数の実績は、相談対応件数が延べ１１３件、創業者４４件である。ワンストッ

プ相談窓口を設け、出雲市及び各認定連携創業支援事業者が連携する体制を明確化し、創業

支援に関する情報を広く周知することで、認定連携創業支援事業者全体で、相談対応件数を

延べ年間１００件、創業者を年間５０名にすることを目指す。 

全体の目標から、相談窓口で行われる相談対応件数（別表２－５）を引いた件数を目標

とする。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存】 

ワンストップ窓口設置機関（しまね産業振興財団、出雲商工会議所、平田商工会議所、

出雲商工会、斐川町商工会、島根県信用保証協会出雲支店、NPO法人21世紀出雲産業支援セ

ンター）は、ワンストップ相談窓口として創業希望者の相談対応にあたるとともに、特定

創業支援等事業の紹介や創業支援施策の情報提供を行う。 

また、専門分野の相談には、相互に連携し必要な専門機関の紹介や専門家の派遣を実施

する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

  ① ワンストップ相談窓口の設置と対応 



 

 

ワンストップ窓口設置機関は、創業支援のワンストップ相談窓口として創業希望者

の相談対応にあたる。創業後は、専門的な支援を行った認定連携創業支援等事業者が

事業の進捗状況を訪問や電話等によってフォローアップを行い、創業者の課題解決を

図る。 

  ② 専門分野の相談対応 

    創業希望者からの相談内容が、専門分野（融資、資金繰り、労務、知財など）の場合

は、しまね産業振興財団、商工団体、日本政策金融公庫松江支店、島根県信用保証協会

出雲支店への取次ぎや、中小機構を通じて専門家の派遣を行う。 

  ③ 出雲市との連携 

    創業希望者からの相談があった場合、相談内容に応じて、出雲市創業支援担当者にフ

ォローアップの同行を求める。 

また、創業者の掘り起こしを進めるため、出雲市の創業支援の体制や特定創業支援等

事業などの情報を、会報、ＨＰ掲載・リンクなどにより、相互発信を行う。 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 



 

 

別表２－２（相談窓口）【既存】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 

 

実施する者の概要 

（１）氏名又は名称  ㈱日本政策金融公庫 

（２）住所      東京都千代田区大手町1-9-4 大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨﾉｰｽﾀﾜｰ 

（３）代表者の氏名  代表取締役総裁 田中 一穂 

（４）連絡先     松江支店 国民生活事業 事業統轄 0852-23-2651 

 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：６０件／年、創業者：４０名 

（２）目標の根拠 

令和２年度における日本政策金融公庫の相談対応件数及び創業者数の実績は、相談対応件

数が延べ６１件、創業者数が４１件であった。 

ワンストップ相談窓口を設け、出雲市及び各認定連携創業支援等事業者が連携する体制を

明確化し、創業支援に関する情報を広く周知することで、相談対応件数を年間６０件、創業

者を年間４０名にすることを目指す。 

 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存】 

創業希望者からの相談を、各ワンストップ相談窓口が受け、専門的課題に対し、専門的な

支援を行う。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

  ワンストップ相談窓口となった機関からの要請に応じ、創業前後の事業計画・税務・労

務・融資・経営・販路・市場調査・知財などの専門的課題への相談対応や専門家派遣を行

う。必要に応じ、専門的課題への対応のためのセミナーの開催や、臨時の個別相談窓口の開

設等を行う。 

創業後は、事業の進捗状況を訪問や電話等によってフォローアップを行い、創業者の課

題解決を図る。 

相談対応の内容としては、日本政策金融公庫松江支店は、融資及び創業後の資金繰りを切

り口とした相談に対応する。 

日本政策金融公庫松江支店が支援を行った創業希望者に対しても、出雲市のアンケートな

どを用いる等してその後の創業の有無の確認や創業後の課題を聞き取り、課題に沿った支援

を行うことで、創業希望者の課題解決を図る。 

 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 



 

 

別表２－３（創業塾の開催）【既存・特定創業支援等事業】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 
 

実施する者の概要 

（１）氏名又は名称  NPO法人 21世紀出雲産業支援センター 

（２）住所      島根県出雲市今市町北本町３丁目２－１ 

（３）代表者の氏名  理事長 伊藤 功 

（４）連絡先     TEL：0853-25-2488   FAX:0853-24-0086   

創業支援等事業の目標 

（１）目標  受講者：３０名、創業者：６名 

（２）目標の根拠 

  当センター及び出雲市が、令和２年度に実施した「創業塾」の受講者が、１８名、うち

創業者が２名であった。 

本事業では、各認定連携創業支援等事業者全体で広報活動を行い、より実践的な講義を

行うことで、３０名の受講者とうち２割（６人）の創業実現を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存・特定創業支援等事業】 

事業を開始するための心構え、事業計画書作成研修、融資制度や人材育成など創業事例

の紹介を交え、実際の創業に役立つ経営、財務、人材育成、販路開拓等の知識が身に付く

創業塾を全５回以上（１回につき１時間以上）かつ１ヶ月以上、実施する。 

● 創業についての心構え、基礎知識（開業手続き、個人事業と法人事業、届出、 

税務、労務等）【財務、人材育成】 

  ● 事業コンセプトについて考えよう（ターゲット、商圏、営業戦略、集客手段等） 

【経営、販路】 

  ● 創業関係融資の概要について【財務】 

  ● 事業計画書作成（作成の目的、フォーマットの理解、業種別サンプルの分析、 

売上・コスト構成等の理解）【財務、経営、販路】 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 ・講師の選定や講座の詳細は、出雲市と協議し決定する。 

・創業塾の当日運営（会場準備、教材の準備等）は、出雲市と共同して行う。 

・受講生の募集は、チラシの拠点配付や就職情報誌への掲載、また、NPO法人21世紀出雲

産業支援センター及び出雲市のホームページ掲載を行うとともに、他の認定連携創業支

援等事業者の協力を得て、広く周知する。 

・この創業塾を、「特定創業支援等事業」とし、４回以上講義に出席して財務、経営、

人材育成、販路開拓の全分野を習得した場合、本事業の修了者とし、特定創業支援等

事業の資格を満たした者として、出雲市が証明書を発行する。 

 ・受講者について、その氏名、住所、連絡先、受講状況などをまとめた受講者名簿を作成

して保管するとともに、出雲市へ提出する。 

 ・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

・受講後の創業の有無は、アンケート調査を行い確認する。また、創業後は、訪問により

フォローアップを行うとともに、創業者とのネットワークを構築し、今後、市内での創

業の醸成を図り、創業者輩出につなげる。 

 

【出雲市の役割】 

  ・講師の選定や講座のカリキュラムの策定 

・塾生募集、募集チラシの設置、出雲市ホームページへの掲載、出雲市の窓口での紹介 

  ・講義当日の運営協力 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第８回認定

日以降の申請が対象となる 



 

 

別表２－４（インキュベーション事業）【既存・特定創業支援等事業】 
 市町村以外の者が実施する創業支援事業 

実施する者の概要 

（１）氏名又は名称 公益財団法人しまね産業振興財団 

（２）住所     島根県松江市北陵町１ 

（３）代表者の氏名 代表理事理事長 馬庭 正人 

（４）連絡先 経営支援課0852-60-5115及び石見事務所0855-24-9301 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：５件／年、インキュベーション入居・創業者：１名／年 

（２）目標の根拠 

令和２年度のインキュベーションに関する相談件数は、出雲市において年間１件

であり、入居・創業者数は０人であった。出雲市や他の認定連携創業支援事業者と

連携を図り、支援施策などを広く周知することで、年間５件の相談件数と、うち２

割のインキュベーション入居や創業実現を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存・特定創業支援等事業】 

  実施者は、インキュベーション施設を安価で貸し出すことにより、創業しやすい環境

を提供するとともに、有資格者によるハンズオン支援を行うことで、独創性や挑戦意欲

に富んだ創業者や新分野進出を目指す創業者を支援する。 

  １．インキュベーション施設の概要 

・テクノアークしまね内（松江市内） 

     個室タイプ26部屋（17～46㎡）、ブースタイプ12ブース（3～6㎡） 

    ・いわみぷらっと（浜田市内） 

ブースタイプ8ブース（3.3～4.8㎡） 

    【設備】インターネット回線 

（松江のインキュベーション施設はグローバルIPアドレス取得も可） 

電話回線、シャワールーム、リラクゼーションルーム 

  ２．ハンズオン支援 

実施者の中小企業診断士及び一般社団法人日本ビジネス・インキュベーション協会

認定インキュベーションマネジャーを中心に、インキュベーション施設入居者（以下

「入居者」という。）を対象として、レベルに応じた、ビジネスモデル構築、経営、

財務、人材確保・育成、販売戦略構築、販路開拓のノウハウを習得させるため、定期

的に打合せを行う。また、事業の進捗状況をフォローアップし、アドバイスを行う。 

必要に応じ、民間企業経営者OB、商社OB、金融機関OBなどのサポートを受け、入居

者の様々な課題に対応する。 

外部から企業経営者や税理士、金融機関等を招いてのセミナーや入居者同士の交流

を活発にするためのランチミーティングなどを実施する。 

   なお、ブースタイプ入居者のうち、４回以上（１回につき１時間以上）かつ１か月

以上継続して経営・財務・販路・人材育成等の知識習得のためのハンズオン支援を受

け、事業計画書を作成した者を、「特定創業支援等事業」対象者とする。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 施設は、実施者が管理運営するインキュベーション施設を活用する。一般社団法人日

本ビジネス・インキュベーション協会認定インキュベーションマネジャーの資格を有す

る職員は常勤し、定期的に入居者に対して、打合せを行う。中小企業診断士の資格を有

する職員がサポートする。 

  出雲市、NPO法人21世紀出雲産業支援センター及び商工団体は、窓口相談者への施設案

内やしまね産業振興財団を紹介するとともに、ランチミーティング等へ参加する。 

インキュベーション施設から退去後の状況確認は、出雲市や他の認定連携創業支援事

業者と帯同して、年１回以上の訪問や電話・アンケートによる聞き取りで、経営・財務

等状況確認し、必要に応じて専門家相談や専門家派遣などにより、創業者のフォローを

行う。 



 

 

 

出雲市は、特定創業支援等事業計画の資格を満たし、証明書の交付を希望する者につ

いて、公益財団法人しまね産業振興財団から、氏名、住所、相談対応日等を記載した報

告書の提出を受ける。 

名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第８回

認定日以降の申請が対象となる 



 

 

別表２－５（相談窓口）【既存・特定創業支援等事業】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

実施する者の概要 

①（１）氏名又は名称  公益財団法人しまね産業振興財団 

（２）住所      島根県松江市北陵町１ 

（３）代表者の氏名  代表理事理事長 馬庭 正人 

（４）連絡先     経営支援課0852-60-5115及び石見事務所0855-24-9301 

②（１）氏名又は名称  出雲商工会議所 

（２）住所      島根県出雲市大津町1131-1 

（３）代表者の氏名  会頭 三吉 庸善 

（４）連絡先     経営支援課 0853-25-3710 

③（１）氏名又は名称  平田商工会議所 

（２）住所      島根県出雲市平田町2280-1 

（３）代表者の氏名  会頭 大谷 厚郎 

（４）連絡先     0853-63-3211 

④（１）氏名又は名称  出雲商工会 

（２）住所      島根県出雲市大社町杵築南1344 

（３）代表者の氏名  会長 山崎 茂樹 

（４）連絡先     0853-53-2558 

⑤（１）氏名又は名称  斐川町商工会 

（２）住所      島根県出雲市斐川町上庄原1749-3 

（３）代表者の氏名  会長 植田 登志雄 

（４）連絡先     0853-72-0674 

⑥（１）氏名又は名称  島根県信用保証協会 出雲支店 

（２）住所      島根県出雲市大津新崎町2丁目24 

（３）代表者の氏名  出雲支店長 尾原 朋之 

（４）連絡先     0853-21-4998 

 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  相談対応：２５件／年、創業者：１５名／年 

（２）目標の根拠 

令和２年度の起業・創業に関する相談件数は、延べ年間１０件、創業者は延べ８件であ

った。出雲市や他の認定連携創業支援事業者と連携を図り、支援施策などを広く周知する

ことで、年間２５件の相談件数と、うち１５名（相談件数の６割）の創業実現を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存・特定創業支援等事業】 

創業希望者からの相談に対し、課題抽出および課題解決策の助言を行う。 

 なお、創業希望者が、４回以上（１回につき１時間以上）かつ１ヶ月以上、継続して経

営・財務・販路・人材育成等の内容すべてを習得できるハンズオン支援を受け、事業計画

書を作成した場合に「特定創業支援等事業」とする。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 創業希望者からの専門的相談（経営・金融・技術・特許・販路・貿易・情報など）に対

し、中小企業診断士など資格を有する職員をはじめ各分野に精通した専門スタッフにより

相談対応を行う。 

 必要に応じて、ミラサポ等の専門家派遣事業なども活用し、課題抽出と課題解決を図

る。 

出雲市、ワンストップ相談を行った機関及び創業希望者からの要請により、事業計画の

策定から収支計画及び資金調達等の財務面、販売戦略構築等の販路面、人材育成や労務関

係等全般に対してハンズオン支援を行い、その後も事業の進捗状況を訪問や電話等によっ

てフォローアップする。 

 相談後の状況確認は年１回以上行い、創業の有無を把握する。 



 

 

 

 

創業後も、年１回以上の訪問や電話・アンケートによる聞き取りで、経営・財務等状況

確認し、必要に応じて専門家相談や専門家派遣などにより、創業者のフォローを行う。 

出雲市は、市報での告知や相談窓口において創業希望者へ周知を行う。 

出雲市は、特定創業支援等事業計画の資格を満たし、証明書の交付を希望する者につい

て、公益財団法人しまね産業振興財団、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会、島

根県信用保証協会出雲支店から、氏名、住所、相談対応日等を記載した報告書の提出を受

ける。 

名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第８回

認定日以降の申請が対象となる 



 

 

別表２－６（セミナー開催）【既存・特定創業支援等事業】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 

実施する者の概要 

（１）氏名又は名称 公益財団法人しまね産業振興財団 

（２）住所     島根県松江市北陵町１ 

（３）代表者の氏名 代表理事理事長 馬庭 正人 

（４）連絡先 経営支援課0852-60-5115及び石見事務所0855-24-9301 

創業支援等事業の目標 

（１）目標  セミナー参加者：３０名（市内）、創業者：３名（市内） 

（２）目標の根拠 

令和２年度の出雲市からのセミナー参加者は、１６名であり、市内の創業者は０名で

した。 

出雲市や他の認定連携創業支援等事業者と連携を図り、支援施策などを広く周知するこ

とで、市内からは年間延べ３０名の参加を目指す。 

また、セミナー等受講やその後の相談対応を通し、うち３名（市内からの参加者の１割

程度）の創業実現を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存・特定創業支援等事業】 

事業計画や収支計画など経営に関すること、製品開発や技術改良等様々な技術力高度化

に関すること、販路開拓（海外含む）に関することなどの知識・スキル習得を目指し、セ

ミナーを開催する。 

以下のテーマについて、専門家を招へいしたセミナー等を年１回以上実施する。 

  ・ビジネスモデル策定に関するもの（経営・財務・販路に関する知識を学ぶ） 

  ・ITを活用した販売方法に関するもの（経営・販路に関する知識を学ぶ） 

  ・海外進出に関するもの（経営・販路・人材育成に関する知識を学ぶ） 

  ・IT技術向上に関するもの（経営・販路・人材育成に関する知識を学ぶ） 

 これらのうち、４回以上（１回につき１時間以上）かつ１ヶ月以上、経営・財務・販

路・人材育成の内容すべてを習得できるものを受講し、各テーマで設定する受講修了基準

（出席率80％以上など）を満たした場合に「特定創業支援等事業」とする。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 県内の貸会議室を借り上げてセミナー等を実施する。会場準備、告知、教材の準備等の

事務手続きを実施者が行う。またカリキュラムの策定や専門家の確保は、実施者、出雲市

及び他の認定連携創業支援等事業者や民間コンサル及び中小企業支援関係団体等のチャネ

ルを活用して行う。 

 その後も状況について確認をするため、訪問や電話等によってフォローアップする。 

出雲市は、市報での告知や相談窓口において創業者へ周知を行う。 

出雲市は、特定創業支援等事業計画の資格を満たし、証明書の交付を希望する者につい

て、公益財団法人しまね産業振興財団から、氏名、住所、相談対応日等を記載した報告書

の提出を受ける。 

名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

受講者の受講後の状況確認は年１回以上実施者が行い、創業者を把握する。 

創業後は実施者のみならず、出雲市や認定連携創業支援等事業者も帯同して、年に１回

以上 訪問や聞き取りによる経営・財務等状況確認および必要に応じて専門家相談や専門家

派遣などをはじめとしたフォローを行う。 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第８回

認定日以降の申請が対象となる 



 

 

別表２－７（しまね起業家スクール）【既存・特定創業支援等事業】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

実施する者の概要 

（１） 氏名又は名称  しまね起業家スクール実行委員会 

（①島根県、②島根県商工会連合会、③島根県商工会議所連合会、④島根県信用保証協

会、⑤公益財団法人しまね産業振興財団） 

（２）住所 ①島根県松江市殿町１番地、②島根県松江市母衣町２５５－４、③島根県松江市

母衣町５５－４、④島根県松江市殿町１０５番地、⑤島根県松江市北陵町１番地 

（３）代表者の氏名 石橋 睦郎  

 

（４）連絡先（事務局）①商工労働部中小企業課商業・サービス業支援グループ 0852-22-

5655  

 

創業支援等事業の目標 

・概要：起業の機運を醸成し起業家を育成する為に、理念や事業計画、収支計画、行動計画の

策定などを支援する講座を数カ月・１２回程度にわたって行う。 

・目標：令和２年度の参加者は４名で、創業者は０人だった。出雲市や他の認定連携創業支援

等事業者と連携を図り、支援施策などを広く周知することで、市内からは年間５名の

参加を目指す。 

このうちの創業者については、例年１割程度の創業があるところスクール修了後の円

滑なフォローアップが可能となるべく、他の支援機関に協力を要請するなど、修了生

と支援機関の距離を繋ぐ仕掛けも検討している。年間１名程度の創業実現を目標とす

る。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１） 創業支援等事業の内容【既存・特定創業支援等事業】 

・起業家に対して連続したセミナーを開催することで、起業の機運を醸成し、起業家を育

成することにより、地域経済の活性化に資することを目的として、理念や事業計画、収

支計画、行動計画などを検討・ブラッシュアップすることのできる講座を実施し、継続

可能なビジネスプランの策定と、起業家としてのマインド養成を行う。 

   マインドアップ編  

１．セミナー「受講者へのメッセージ」、受講者交流  

２．自分の棚卸、なりたい自分を描く  

ブラッシュアップ編  

１．セミナー「経営理念を考える」（経営）  

２．マーケティング「営業・販売戦略」を考える（販路開拓）  

３．ビジネスプラン作成①、中間発表  

４．数字を考える「収支計画」、個別相談 （財務）  

５．数字を組み立てる「資金計画」、個別相談（財務）  

６．ビジネスプラン作成②、セミナー「雇用・労務等」（人材育成）  

７．全員発表  

プレゼン編  

１．プレゼンテーション手法①  

２．プレゼンテーション手法②、プレ発表  

発表会  

ビジネスプラン発表会  

・講義とグループワークを中心とした１２回程度のカリキュラムの中で、受講生各自の事

業計画（事業背景、動機、理念、目的、提供サービス、収支資金計画）について、様々

な視点から見直しとブラッシュアップを行っていく 

（２） 創業支援等事業の実施方法 

・６月頃から１０月頃までの期間で１２回程度の連続したセミナーを実施。受講料は有料

を原則とする。 

・開催にあたっての広報・周知を実行委員会と出雲市が協力して実施することとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・カリキュラムの策定や、会場準備、講師手配などを実行委員会で行う。 

・講師には、創業を支援する機関の職員、中小企業診断士等の専門知識を有する方等を招

聘する。 

・この一連の講座を「特定創業支援等事業」とし、本事業の修了要件である、全講座の半

数を受講し、４回以上（１回につき１時間以上）かつ１ヶ月以上財務、経営、人材育

成、販路開拓のすべての内容について、対応する各講義に出席していたことが確認でき

た場合に、特定創業支援等事業の資格を満たした者として出雲市が証明書を発行する。 

出雲市は、特定創業支援等事業計画の資格を満たし、証明書の交付を希望する者につい

て、しまね起業家スクール実行委員会から、氏名、相談対応日等を記載した確認書の提

出を受ける。 

・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

・卒業後の状況確認は１年ごとに当実行委員会が行い、創業者を把握する。 

・起業家スクール卒業生がコミュニティを形成しており、創業後はそのコミュニティや講

師を務めた中小企業診断士等の専門家が年１回以上 創業者への経営にあたってのアドバ

イスなどのフォローを行い、財務面・営業面などの課題解決に取り組み、事業の持続可

能性を高めていく。 

 

【出雲市の支援内容】 

・募集チラシの設置 

・出雲市ホームページへの掲載 

  ・出雲市の窓口に来た創業希望者への紹介 

 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第３８回認

定日以降の申請が対象となる 



 

 

別表２－９（創業セミナー）【既存】 
 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施する者の概要 

（１）氏名又は名称  株式会社 日本政策金融公庫 

（２）住所      東京都千代田区大手町1-9-4 大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨﾉｰｽﾀﾜｰ 

（３）代表者の氏名  代表取締役総裁 田中 一穂 

（４）連絡先     松江支店 国民生活事業 

（担当：融資課0852-23-2651） 

創業支援等事業の目標 

（１） 目標 セミナー参加者：２０名以上/年 

創業者：３名以上/年 

（２）目標の根拠 

令和２年度に県内全域を対象とした創業セミナーの出雲市からの参加者は、年間

延べ０名であった。他の認定連携創業支援等事業者と連携を図り、県内全域を対象と

したセミナーで、年間延べ２０名以上、うち３名以上の創業者を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【既存】 

＜創業セミナーの実施＞ 

県内全域を対象として，年１回以上，以下のテーマ（予定）について公庫職員

又は外部専門家等を講師とする創業セミナーを実施する。 

・創業時の資金調達について 

・創業計画書の策定について 

・創業時に必要な手続きについて 

 など 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・他の創業支援機関等と連携を図り，幅広く参加者を募る。 

  ・参加費は無料とする。 

  ・参加者の求めに応じて個別相談会も同時に開催する。 

  ・必要に応じて，参加者に他の創業支援機関を紹介する。 

  ・セミナー参加者へは、 NPO 法人 21 世紀出雲産業支援センターが行う「創業塾」

【２－３】、「創業実践塾」【２－１０】、しまね起業家スクール実行委員会が

行う「しまね起業家スクール」【２－７】などの紹介を通じて、創業意思の確認

や創業までのフォローを行う。 

 

【出雲市の支援内容】 

・募集チラシの設置。 

・出雲市ホームページへの掲載。 

  ・出雲市の窓口に来た創業希望者への紹介。 

計画期間 

平成２６年１１月１日～令和６年１０月３１日 

変更箇所については、令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 



 

 

別表２－１０（創業実践塾の開催）【新規・特定創業支援等事業】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 
実施する者の概要 

（１）氏名又は名称  NPO法人 21世紀出雲産業支援センター 

（２）住所      島根県出雲市今市町北本町３丁目２－１ 

（３）代表者の氏名  理事長 伊藤 功 

（４）連絡先     TEL：0853-25-2488   FAX:0853-24-0086   

創業支援等事業の目標 

（１）目標  受講者：１０名、創業者：１０名 

（２）目標の根拠 

本事業では、創業に向けより実践的に学び、受講者が作成した「創業計画書」を当該講

座のカリキュラムを通じてブラッシュアップし、創業に向けた実現可能な「創業計画書」

を作成（修正）し、受講者が創業を実践できるように「創業実践塾」を開催し、支援を行

う。 

１０名の受講者のうち１０割（１０人）の創業実現を目指す。 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容【新規・特定創業支援等事業】 

創業に向け、より実践的に学び、受講者が作成した「創業計画書」を当該講座のカリキ

ュラムを通じてブラッシュアップし、創業に向けた実現可能な「創業計画書」を作成（修

正）する。 

事業実施にあたっては、創業支援機関が受講者の相談・助言者となり、ブラッシュアッ

プや創業に向けた支援を行うとともに、参加者の創業後も相談・助言者としての支援を行

う。 

「創業実践塾」は、下記の項目についての講義を含み、全５回以上（１回につき２時間

以上）かつ１ヶ月以上、実施する。 

 財務 

 経営 

 人材育成 

 販路開拓 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 ・講師の選定や講座の詳細は、出雲市と協議し決定する。 

・創業実践塾の当日運営（会場準備、教材の準備等）は、出雲市と連携して行う。 

・受講生の募集は、【別表２－３】創業塾の受講者への参加呼びかけを中心に、チラシの

作成配布、NPO法人21世紀出雲産業支援センター及び出雲市のホームページ掲載を行う

とともに、他の認定連携創業支援等事業者の協力を得て、広く周知する。 

・この創業実践塾を、「特定創業支援等事業」とし、4回以上講義に出席して財務、経

営、人材育成、販路開拓の全分野を習得した場合、本事業の修了者とし、特定創業支

援等事業の資格を満たした者として、出雲市が証明書を発行する。 

  ・受講者について、その氏名、住所、連絡先、受講状況などをまとめた受講者名簿を作成

して保管するとともに、出雲市へ提出する。 

 ・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

・受講後の創業の有無は、調査を行い確認する。 

・創業後は、創業者とのネットワークを図り、創業希望者の支援参画につなげる。 

 

【出雲市の役割】 

  ・講師の選定や講座のカリキュラムの関係者との調整、協議及びその決定 

・受講者募集、募集チラシの設置、出雲市ホームページへの掲載、出雲市の窓口での紹介 

  ・講義当日の運営協力 

計画期間 

令和３年１２月２３日～令和６年１０月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第８回認定

日以降の申請が対象となる。 



 

 

 


